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概要 
 2025年度春作物の作付は順調、価格は 2020～2021年以来の安値圏 
 米国農務省の 2025/26年度需給予測は 5月時点ではトウモロコシ・大豆相場にややポジティブ 
 トランプ政権 2期目では関税のほかバイオ燃料政策にも注目 
 
2025年春の作付けは順調な進捗 

5 月中旬時点で、米国では 2025/26 年度春作物の作付け作業が進んでいる。昨秋に植えられた冬小麦は出穂期にあ
り、6月には収穫が本格化する。5月 19日の米国農務省の週次報告によれば、5月 18日時点でトウモロコシ作付け進捗
率は予定面積の 78%（vs. 2020～24年平均 73％）、大豆 66%（同 53％）、春小麦 82％（同 65％）と順調。冬
小麦の作柄には地域によりばらつきがあるが、全米平均で作物の 52%が作柄良好と評価されている。 
 

 
 

米国農家は 2025 年春の作物選択においてトウモロコシを選好した。米国の穀物価格は 2020～21 年以来の安値圏で
推移しているうえ、当時よりも生産コストは上昇しているため、作物農家の収益性は高くない。それでも、2024 年は北半球
産地のうち EU・ロシア・ウクライナがいずれも減産となったことも手伝い、米国産トウモロコシの輸出受注は好調で、一時は投
機筋の先物買いも加わったことで、トウモロコシ価格が相対的には堅調だ。また、貿易戦争が予想されるなかで需要全体に
占める外需（輸出）の割合が相対的に小さいのも、トウモロコシが選ばれた理由のひとつだろう。 

2025年 3月末に米国農務省が発表した作付意向調査では、2025年春のトウモロコシ栽培予定面積は 9,532.6万エ
ーカーと前年度を 5.2％上回り、市場予想も上回った。これに対し、大豆 8,349.5万エーカー（▲4.1％）、小麦 4,535万
エーカー（▲1.6％）、綿花 986.7万エーカー（▲11.8％）など、ソルガムを除く大半の作物は面積を減らす結果となった。 
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2025年 5月時点の需給予測は大豆・トウモロコシ価格にはポジティブ 
米国農務省は 5 月の月例報告から 2025/26 年度の需給予測を開始している。主要 3 品目（トウモロコシ・大豆・小

麦）についてみると、まず 2025 年度産トウモロコシは前年度比 6%増産、収穫高は初の 4 億トン台を想定しているが、
2024 年度産の輸出好調で繰り越し在庫が少なく、飼料用需要が増えるため、期末在庫の予測は市場予想より大幅に低
い。大豆と小麦はともに減産となるが、大豆は内需増加で在庫が減少する一方、小麦は輸出減少で在庫が増える想定。 
なお、5 月時点の春作物の収穫高予測は通常、3 月時点の作付予定面積と仮定の単収に基づいている。農家は天候

や価格次第で当初予定と異なる作物を植える場合もあり、単収についても今後、実際の作況に応じて予測が修正されてい
く。2025/26年度の期初予測は大豆・トウモロコシともに過去最高の単収が前提となっており、相応に下振れリスクがある。 
なお、5 月時点で米国農務省は 2025/26 年度作物の農場価格（農家の販売受取価格）をトウモロコシ 4.35 ドル／

ブッシェル（前年度 4.55 ドル）、大豆 10.25 ドル（同 9.95 ドル）、小麦 5.30 ドル（同 5.50 ドル）と予想しており、5月
時点の米国先物の新穀限月の価格と近い。 

 

 
トランプ 2.0では関税のほかバイオ燃料政策にも注目 
  目下、米国農産物市場の最大の注目・懸念点は関税だろう。トランプ政権 1 期目の貿易戦争が中国を標的にしていた
のとは異なり、2期目は世界の多くの国を関税対象にしており、情勢も流動的だ。 
今次のトランプ政権は 2 月以降、不法移民やフェンタニルの流入を理由に、中国・カナダ・メキシコに対して国際緊急経済

権限法（IEEPA）を根拠とする関税を順次発動。中国に対しては 2月 4日付で 10%、3月 4日付でさらに 10%の追加
関税を課し、中国は報復措置の一環として 3月 10日付で米国産鶏肉・小麦・トウモロコシ・綿花に 15%、大豆・ソルガム・
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豚肉などに 10%の追加関税を課した。米国はカナダ産カリ肥料に対しては 3 月 4 日付で 25％（3 月 6 日付で 10%に引
き下げ）の関税を適用している。さらに、4 月 2 日には世界に対して一律 10%の「相互関税」（4 月 5 日付）と国別の上
乗せ関税（4 月 9 日付）を発表。その後、4 月 9 日に中国以外の国に対する上乗せ関税は「90 日停止」して個別交渉
を開始し、米中間では報復合戦をエスカレートさせた挙句、5月 12日に中国との間で 90日間の相互関税率引き下げで合
意した。 一律関税の 10%と既存の関税は残っており、「90日後」の関税についても不確実性が残る。 
 世界の農産物輸出に占める米国のシェアは貿易戦争以前から低下傾向をたどってきた。南米や黒海地域をはじめとする
世界各地の増産やドル高などが背景にある。また、米国産農産物の最大輸出先である中国は、トランプ政権 1期目の貿易
戦争を契機に調達先の分散化や輸入削減策を進め、2024年は大豆輸入の 7割をブラジル産が占めるまでになっている。 
トランプ政権 1期目の 2018年に始まった貿易戦争は、2020年 1月に米中「第 1段階通商合意」として、2020～2021

年の 2年間で中国が米国からの輸入を 2017年比 2,000億ドル（うち農畜産物 320億ドル）増やす内容でひとまずの決
着を見たが、結果的には合意した輸入増額は未達となっている。トランプ政権 2 期目でも米中交渉で何らかの通商合意に
至るか注目されるが、前回のような合意内容になるとの期待は低い。2018～21 年の中国の農産物輸入量の変動は、「アフ
リカ豚熱（ASF）」の大流行による養豚業の大打撃とその後の回復時期とも重なる。また、米国の大豆輸出は頭打ちとなっ
たが、米国内でバイオディーゼル用途の大豆油消費が増え、大豆圧搾能力増強も進んでいる。農家は輸出拡大を望んでい
るが、内需とのバランスも必要で、中国だけでなく新たな輸出市場の開拓・分散化もはかりたいだろう。 

5月 21日に米国下院を通過した財政調整法案「One Big Beautiful Bill」ではインフレ削減法（IRA）の税額控除が
大幅に削減されているが、バイオ燃料向け税額控除（45Z）については控除期間が 2027 年から 2031 年まで延長されて
いる。トランプ政権下でもバイオ燃料用の原料生産拡大は支持されており、環境保護庁（EPA）が定めるバイオ燃料の混
合義務量などにも注目が集まる。 
 

 
 

以上 

（出所：米国農務省より住友商事グローバルリサーチ作成）
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